
令和３年11⽉28⽇
総務省 地域⼒創造審議官

⾺ 場 ⽵ 次 郎

地域⼒創造の取り組み



○制度概要︓都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住⺠票を異動し、⽣活の拠点を移した者を、地⽅公共団体が「地域おこし協⼒隊員」として委嘱。
隊員は、⼀定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲ等の地域おこしの⽀援や、農林⽔産業への従事、住⺠の⽣活⽀援などの
「地域協⼒活動」を⾏いながら、その地域への定住・定着を図る取組。
○実施主体︓地⽅公共団体
○活動期間︓概ね１年以上３年以下
○地⽅財政措置︓

◎地域おこし協⼒隊取組⾃治体に対し、概ね次に掲げる経費について、特別交付税措置
① 地域おこし協⼒隊員の活動に要する経費︓隊員１⼈あたり4７0万円上限
(報償費等2７0万円〔※〕、その他の経費(活動旅費、作業道具等の消耗品費、関係者間の調整などに要する事務的な経費、定住に向けた研修等の経費など）200万円)
※ 隊員のスキルや地理的条件等を考慮した上で、最⼤320万円まで⽀給可能とするよう弾⼒化することとしている（隊員１⼈当たり470万円の上限は変更しない。）

② 地域おこし協⼒隊員等の起業・事業承継に要する経費︓最終年次⼜は任期終了翌年の起業する者⼜は事業を引き継ぐ者１⼈あたり100万円上限
※ 令和３年度に限り、対象期間を最終年次⼜は任期終了２年以内へ延⻑

③ 地域おこし協⼒隊員の募集等に要する経費︓１団体あたり200万円上限
④ 「おためし地域おこし協⼒隊」に要する経費 ︓１団体あたり100万円上限
⑤ 「地域おこし協⼒隊インターン」に要する経費︓１団体あたり100万円上限（プログラム作成等に要する経費）、１⼈・１⽇あたり 1.2万円上限（活動に要する経費）
⑥ 任期終了後の隊員が定住するための空き家の改修に要する経費︓措置率０．５

◎都道府県が実施する地域おこし協⼒隊等を対象とする研修等に要する経費について、普通交付税措置（平成28年度から）
◎都道府県が実施する地域おこし協⼒隊員OB・OGを活⽤した現役隊員向けのサポート体制の整備に要する経費について、普通交付税措置（令和２年度から）

地域おこし協⼒隊導⼊の効果
〜地域おこし協⼒隊・地域・地⽅公共団体の「三⽅よし」の取組〜

地域おこし協⼒隊

地 域 地⽅公共団体

○⾃⾝の才能・能⼒を活かし
た活動

○理想とする暮らしや⽣き甲
斐発⾒

○斬新な視点
（ヨソモノ・ワカモノ）
○協⼒隊員の熱意と⾏動⼒が
地域に⼤きな刺激を与える

○⾏政ではできなかった
柔軟な地域おこし策

○住⺠が増えることによる
地域の活性化

任期終了後、約６割が同じ地域に定住
※R2.3末調査時点

隊員の約４割は⼥性 隊員の約７割が
20歳代と30歳代

地域おこし協⼒隊とは

隊員数、取組団体数の推移

地域おこし協力隊について

※総務省の「地域おこし協⼒隊推進要綱」に基づく隊員数
※平成26年度以降の隊員数は、名称を統⼀した「⽥舎で働き隊(農林⽔産省)」の隊員数（26年度︓118⼈、27年度︓174⼈、28年度︓112⼈、
29年度︓146⼈、30年度︓171⼈、令和元年度︓154⼈、令和２年度︓96⼈）と合わせたもの。カッコ内は、特別交付税算定ベース。

⇒ 令和６年度に8,000⼈を⽬標
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平成30年度

令和元年度

令和２年度

都道府県別の受入隊員数 （令和２年度特交ベース）

受入隊員数

隊
員
数
（
人
）

700

600

500

(699人・12.8％)

(416人・7.6％)

(220人・4.0％)
(213人・3.9％)(211人・3.9％)

※令和２年度隊員数の上位５団体については、
その人数と全体に占める割合をカッコ内に記載。
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年齢構成男女比

男女比・年齢構成 （令和２年度特交ベース）

60代以上 2.8%

男性 59.3%

女性 40.7%

10代 0.4%

20代 30.9%

30代 36.6%

40代 21.5%

50代 7.8%
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地域おこし協力隊～取組事例～

【概要】
・伝統工芸の継承（出ヶ原和紙）

【活動内容】
・体験ワークショップの実施

・商品制作（委嘱状・感謝状・オーダー建具等）

・展示（喜多方プラザ・西会津国際芸術村）

・原料作り

・工房整備（アーティストインレジデンス）

【ポイント】
・アーティストインレジデンスはリトアニア美術学校

の副校長を務めるアーティストも滞在し、和紙づ

くりを体験した。今後も国際的な交流・PRが期待

できる。

福島県西会津町
に し あ い づ ま ち

【概要】
・食用ほおずきのブランド化を目的とした活動

【活動内容】
・栽培，収穫，加工，販売，ＰＲ活動を行うほか、農業を通じた地域活性化の取

り組みを行っている。

【ポイント】
・食用ほおずきを主とした、農業的ライフス

タイルを確立する事で、交流人口の拡大

を図るなど、ほおずき産地化に向けて活

動している。

・前職を退社後、就農を志し受講した国内外

の研修で習得した知識や経験を活かし食

用ほおずきのブランド化の牽引役として活躍している。

茨城県高萩市
た か は ぎ し

【概要】
・官民連携の「道東ホースタウン」事業

【活動内容】
・都市圏の乗馬愛好者対象のマーケティング調査

・ホーストレッキングツアーなどイベントの企画

・ホーストレッキングコースの開発

【ポイント】
・軍馬生産から続く馬文化の継承と乗馬

イベントなどによる地域振興

・隊員の乗馬スキルが町の求める人材と

マッチ

・町初の官民連携事業

北海道標茶町
し べ ち ゃ ちょう

【概要】
・地域資源を活用した誘客事業

【活動内容】
・美をテーマとした観光振興

・協力隊の卒業生が立ち上げた手作りコスメティック体験事業「naori」の講師

・地域素材を活用した手作り石鹸の商品化に向けた取り組み

・ワラーチワークショップやエコイベントの開催

【ポイント】
・「美」を町の共通テーマとして発信し、集客する

ことで地域が稼ぐ「ビューティーツーリズム」

事業。

その主軸となる「naori」講師を務めることで、

自立への第一歩とする。

愛知県東栄町
と う え い ちょう
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地域おこし協力隊～「任期終了後」の活躍事例～

【定住状況】
・任期終了した40名の隊員のうち27名が定住。 （平成29年8月1日時点）

【活動内容】
・任期活動中は、地場農産物の地産地消活動、出張販売、春夏秋冬体験アク

ティビティの開発、支援世帯の病院送迎、除雪などに取り組んでいた。

・任期終了後は、里山体験に特化した

法人を立ち上げ、自身もガイドとして、

様々 な里山体験ツアー などを開催し

ている。

【ポイント】
・任期中の隊員活動の実績を元にした、

活動地での起業と就業。

新潟県十日町市
とう か まち し

【定住状況】
・任期終了した6名の隊員のうち4名が定住。 （平成29年7月1日時点）

【活動内容】
・任期活動中は、志子部集落で特産品の開発や交流体験事業の企画提案を

行っていた。また地域の特産品を売る販路づくりなどを通して、地域のPR活

動を行っていた。

・任期終了後はきのこの研究機関にコーディ

ネーターとして就業。広報や企画の仕事を

通じてキノコの美味しさや魅力を発信している。

【ポイント】
・地元の人から信頼を得て、活動を行っていた

地で就業。

鳥取県八頭町
や ず ちょう

【定住状況】
・任期終了した4名の隊員のうち3名が定住。（平成29年7月1日時点）

【活動内容】
・隊員期間中は小学校が閉校した地域に入り、地域づくりに携わっていた。

・任期終了後、農地付き空家を購入し、農村民泊やカフェをしている。また、

専門性を活かして、小中学校でのダンス授業や、幅広い世代への体づくりの

ワークショップや施術を行なうほか、ラジオで地域情報番組のパーソナリティ

をする等している。

【ポイント】
・元々の専門である体づくりの仕事と、

協力隊の経験を活かした仕事を組み

合わせた「多業」。

島根県雲南市
うん なん し

【定住状況】
・任期終了した17名の隊員のうち12名が定住。 （平成29年6月1日時点）

【活動内容】
・任期期間中は、棚田の再生が活動の軸となり、再生した棚田で農業や、周辺

の森林資源を活かした林業を行う。また古民家を利用したコミュニティスペー

スづくりやイベントへの参加・協力・企画などの活動に取り組んでいた。

・任期終了後は、再生した棚田での米作りや

にんにくなど農作物の生産を行いながら広

葉樹施業、シイタケの原木栽培なども行って

いる。

【ポイント】
・過疎化で衰退してしまった棚田での米作りを

再生した。

岡山県美作市
みま さか し

40代女性 起業 30代男性 就業

20代男性 就農 20代女性 就業
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○農業 ３４１名
○林業 ４５名
○畜産業 １８名
○漁業・⽔産業 ６名

ほか

○２７名（酒造の承継、⺠宿の承継 等）

○⾏政関係(⾃治体職員、議員、集落⽀援員等)
３４９名

○観光業（旅⾏業・宿泊業等） １５８名

○農林漁業（農業法⼈、森林組合等）１７７名

○地域づくり・まちづくり⽀援業 １０２名

○医療・福祉業 ７６名

○⼩売業 ６６名

○製造業 ６１名

○飲⾷業 ５１名

○教育業 ３９名 ほか

○飲⾷サービス業（古⺠家カフェ、農家レストラン 等） ２０７名

○宿泊業（ゲストハウス、農家⺠宿 等） １４３名

○美術家（⼯芸含む）、デザイナー、写真家、映像撮影者 １３７名

○６次産業（猪や⿅の⾷⾁加⼯・販売 等） ９４名

○⼩売業（パン屋、ピザの移動販売、農作物の通信販売 等） ９１名

○観光業（ツアー案内、⽇本⽂化体験 等） ７４名

○まちづくり⽀援業（集落⽀援、地域ブランドづくりの⽀援 等） ５８名
ほか

起業
1,274人 (38.5％)

就業
1,364人（41.2％）

就農・就林等

413人（12.5％）

その他
165人（5％）

不明
67人（2％）

地域おこし協力隊の定住状況等に係る調査結果概要（令和３年３月公表）

任期終了後、約６割の隊員が同じ地域に定住

○令和２年3⽉31⽇までに任期終了した地域おこし協⼒隊員の定住状況等について調査を実施。

合計=6,525⼈
（前回=4,848⼈）

同⼀市町村内に定住した者は3,310⼈
前回調査（2,464⼈）⽐で約1.3倍に増加

うち、約41％(1,364⼈)が就業、
約39％(1,274⼈)が起業

活動地と
同一市町村内に定住
3,310人（50.7％）

活動地の
近隣市町村内に定住

804人（12.3％）

他の地域に転出
1,423人（21.8％）

不明
955（14.6％）

同じ地域に定住
4,114人（63.0％）

その他
33人（0.5％）

事業承継
27人（0.8％）

（前回調査︓平成31年３⽉31⽇までに任期終了した隊員）

合計=3,310⼈
（前回＝2,464⼈）

任期終了後定住した隊員の動向

起業 事業承継

※準備中・研修中を含む

就農・就林等就業

6



地域活性化起業人（企業人材派遣制度）

対象者 三大都市圏に所在する企業等の社員（在籍派遣）
※三大都市圏に本社機能を有する企業等については派遣時に 三大都市圏に勤務することを要しない

受入団体

期 間 ６ヵ月 ～ ３年

社会貢献マインド
人材の育成・キャリアアップなど

⇒ 民間企業の新しい形の社会貢献
⇒ 多彩な経験を積ませることによる人材育成・キャリアアップ
⇒ 経験豊富なシニア人材の新たなライフステージを発見

民間のスペシャリスト人材
を活用した地域の課題解決へのニーズ

⇒ 民間企業において培った専門知識・業務経験・人脈・
ノウハウを活用

⇒ 外部の視点・民間の経営感覚・スピード感覚を得ながら
取組を展開

自治体 民間企業

○ 地方公共団体が、三大都市圏に所在する民間企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かしながら

地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事してもらい、地域活性化を図る取組を特別交付税措置により支援。

活動内容（例） 地域活性化に向けた幅広い活動に従事

特別交付税
措 置

○派遣元企業に対する負担金など起業人の受入に要する経費 上限額 年間５６０万円／人

○起業人の受入準備経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／団体
（派遣元企業に対する募集・PR、協定締結のために必要となる経費）

○起業人が発案・提案した事業に要する経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／人

○観光振興 ○ICT分野（デジタル人材）

○地域経済活性化（中小企業のハンズオン支援）

①３大都市圏外の市町村

②３大都市圏内の市町村のうち、条件不利地域を有する市町村、定住自立圏に取り組む市町村

及び人口減少率が高い市町村

○地域産品の開発・販路拡大

○中心市街地活性化

（協定締結）

1,429市町村

等
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福島県伊達市 イオンリテール株式会社

【所属課室】 総務部 秘書広報課（令和２年４月１日任命）

【受入自治体における課題】
・少子高齢化による人口の自然減、若者の都市部への流出に

よる社会減がモデルパターンよりも進行している。
・第１次産業が中心の自然豊かなまちであるが、農産物を使った

商品開発の遅れなど素材の魅力を活かしきれておらず、農産物
に関わる担い手が不足。新規就農者を増やす必要がある。

【派遣元企業の人脈やノウハウ等をいかした業務】
・中国四国、九州の多くの県産品に関わり、様々な地域の産品や

食文化に関わった他、転勤で多くの地に居住した経験を活かし、
よそ者の目で地域の人が気付かない魅力を引き出している。

・地域産品の推奨や販路拡大、加工品開発に取組んだ経験を
活用し、本市産品の販路拡大及び６次産業化の推進に協力して
いる。

・ イオンＧでの人脈と協力を活かし、６次産業化に向け現役
バイヤーとともに商品化に向け改善を重ねている。

【企業人活用の成果ポイント】
・イオンの協力で、コロナ禍で中止と
なったトップセールスに代わるオン
ライン中継によるトップセールスを
実施。
地域産品である桃のPRに繋がった。

【取組内容】 (派遣期間：平成30年4月～令和2年3月)

・ 空き家情報の集約・発信

・ 空き家利活用を推進する人材育成

（民間主導事業へのシフト、地元人材の育成等）

・ 民泊推進（物件改装・運営等に関する民間ノウハウの提供）

【取組成果】

･ 営業時代のノウハウを活かし、活用できる空き家の掘り

起こしや利用者とのマッチングを推進

・空き家活用によるモデルケース（ルームシェア×民泊利用）

づくりを推進

岩手県釜石市 株式会社LIFULL
（不動産情報サービス事業等）

地域活性化起業人 活用事例

【取組内容】 （派遣期間：平成30年10月～令和3年3月)

・ 教師に向けたICTシステム操作支援

・ ICTを活用した教材作成支援、校内研修等の支援

【取組成果】

･ 教員への事前研修の実施を通してICTに対し

苦手意識を有する教員への対応が進んだ。

・ ICTを活用した授業資料や授業内容において

様々な提案がなされた

・事業展開を進める上で、地域密着型事業提供

モデルとしての好事例となった。

三重県いなべ市 株式会社ベネッセコーポレーション
（教育支援事業等）
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対 象：人口規模・人口密度・事業所数等に照らし、人材確保に特に支援が必要な地区として知事が判断
※過疎地域に限られない

認定手続：事業協同組合の申請に基づき、都道府県知事が認定（10年更新制）
特例措置：労働者派遣法に基づく労働者派遣事業（無期雇用職員に限る）を届出で実施可能

人口急減法の概要

特定地域づくり事業協同組合制度の概要

都道府県

・事業者単位で見ると年間を通じた仕事がない

・安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保できない

⇒人口流出の要因、UIJターンの障害

人口急減地域の課題

・地域の仕事を組み合わせて年間を通じた仕事を創出
・組合で職員を雇用し事業者に派遣

（安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保）
⇒地域の担い手を確保

特定地域づくり事業協同組合制度

〈組合の運営経費〉

市町村

１／２
利用料金収入

１／４
交付金

食

品

加

工

業

者

製

材

業

者

介

護

業

者

運

送

業

者

飲
食
・
宿
泊
業
者

農

業

者

林

業

者

…

機

械

製

造

業

者

特定地域づくり事業協同組合員

…

人材 派遣

認定
特定地域づくり事業協同組合

漁

業

者

１／８
特別

交付税

１／８

１／２市町村助成

根拠法：地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律（令和2年6月4日施行）

財政
支援

利用 料金

地域づくり人材の雇用 ⇒ 所得の安定・社会保障の確保

※このほか、設立支援に対する特別交付税措置あり

R3予算額 5.0億円
（内閣府予算計上）
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特定地域づくり事業協同組合制度の活用方法のイメージ

創意⼯夫により様々な活⽤が可能

１

4⽉ 5〜10⽉ 11〜3⽉

農業 飲⾷業 酒造業

２

AM PM
介護事業 こども園 ⼩売業

or

通年
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サテライトオフィス・マッチング支援事業

○ コロナ禍の中、テレワークやサテライトオフィスについて注目されていることを踏まえ、地方公共団体と企業

とのマッチング機会を提供することにより、地方へのヒト・情報の流れの創出を更に加速。

○ 地方公共団体が誘致又は関与したサテライトオフィスの設置数 ９１６箇所（令和２年度末時点）

三大都市圏企業

・コロナを受けて、テレワーク等
の働き方が一般化されつつあり

多くの企業が
サテライトオフィスに前向き

・令和２年度の同事業において
５３社が参加

地方公共団体

・多くの地方公共団体が
誘致に取り組む

・令和２年度の同事業において、
３０団体がセミナーに出展し、
サテライトオフィス支援策をPR

地方公共団体と民間企業との
マッチング機会を提供

サテライトオフィス
マッチングセミナー

R３予算額：0.1億円

○ 地方公共団体による都市部企業等の社員の「お試し勤務」の受入れを通じたサテライトオフィス誘致の取組に 要する経費

について特別交付税措置

「お試しサテライトオフィス」に係る特別交付税措置

対象経費：都市部の企業のお試し勤務の誘引に要する経費（都市部におけるPR経費等）

：お試し勤務環境の用意に要する経費（オフィスの賃料等（原則、ハード事業は対象外））

：お試し勤務期間中の活動に要する経費（交通費、地元企業とのビジネスマッチングイベント開催費等）

※ 対象経費の上限額：１団体当たり1,000万円 ※ 措置率０．５×財政力補正 11



○ 都市部の人たちなどが一定期間地方に滞在し、働いて収入を得ながら、 地域住民との交流や学びの場など

を通じて地域での暮らしを体感していただくもの。

ふるさとワーキングホリデーの概要

 地域の魅力を知ってほしい
 交流人口を増やし消費を拡大したい
 少しでも多く定住してほしい

地方自治体

ふるさとワーキングホリデー

滞在中、地域住民との交流や学びの場として
地域の魅力・特色を活かした、その地域なら
ではのプログラムを参加者に提供。

参加者

 旅行では味わえない体験がしたい
 地域との交流を深めたい
 第二のふるさとが欲しい

地元農家や企業等の業務に従事し収入を
得ながら、地域との関わりを深める取組を
通じて地域での暮らしをまるごと体感。

※ ふるさとワーキングホリデーに要する経費について特別交付税措置
（対象経費の上限額 １団体あたり15,000千円＋5千円×全参加者の延べ滞在日数）

R３予算額 0.3億円

・専用のポータルサイトの運用
・SNS（Twitter、facebook）の運用
・インターネット広告の実施
・説明会の開催 等

広報支援（総務省） 企業向け説明会（ブロック単位）の開催（Ｒ３新規）

・地域企業の参加拡大と実施自治体増を図る

ため、企業及び未実施自治体を対象にした説

明会を開催。

ふるさとワーキングホリデー
事業を通じて、約3,500人が
地域での暮らしを体験。

これまでの実績（Ｒ３．３時点）
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